放課後児童健全育成事業について
　□本市の状況（制度の現況）
　　関連法の改正： 
●児童福祉法（平成24年8月22日法律 第67号改正）
　【主な改正内容】
	
	これまで
	今回の改正内容

	対象児童
	おおむね10歳未満の留守家庭の小学生
	留守家庭の小学生

	設備・運営の基準
	特段の定めなし
※「放課後児童クラブガイドライン」(H19.10.19厚生労働省通知)による
	国が「省令」で定め、市町村で条例を制定

	市町村の関与
	事業開始後１ヶ月以内に都道府県へ届け出
	事業開始前に市町村へ届け出


　　厚生労働省令の制定： 
●放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準　（平成26年4月30日厚生労働省令第63号）
　　従うべき基準　=放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数(法34-8-2)=
①放課後児童支援員の配置
放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支援員を置かなければならない。
②放課後児童支援員の支援の単位ごとの員数等
放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上、ただし、その一人を除き、補助員をもってこれに代えることができる。
③放課後児童支援員の資格等
放課後児童支援員は、次のいずれかに該当するものであって、都道府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。
【主な資格者】
・保育士　・社会福祉士　
・高卒等の者であって、２年以上児童福祉事業に従事した者
・高卒等の者であって、２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者
・教員免許を有する者（幼稚園、小学校、中学校、高校）
・大学、大学院で社会福祉学、心理学等の課程を修めて卒業し、児童厚生施設の設置者が適当と認めた者　　等
④支援の専任
放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。
　　その他参酌すべき主な基準　
1 設備の基準
・遊び、生活の場、静養するための機能を備えた専用区画を設け、衛生及び安全が確保されたもの
・支援の提供に必要な設備、備品等の設置
・専用区画の面積…児童１人につきおおむね1.65㎡以上
　　※本市の場合の１教室あたり面積 … 最小(二小・杉小)：63.75㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最大(玉小)　　　：67.50㎡
2 支援の単位
 ・一の支援の単位を構成する児童の数はおおむね４０人以下
3 開所時間及び日数
・児童の保護者の労働時間、授業の終了時刻、その他の状況を考慮して開所時間を定める
小学校の授業の休業日　　…１日につき８時間
小学校の授業の休業日以外…１日につき３時間
・開所する日数については、１年につき２５０日以上を原則
4 事業の運営についての重要事項に関する運営規程の整備
5 利用者を平等に取り扱う原則
・放課後児童健全育成事業者は、利用者の国籍、信条又は社会的身分によって差別的取扱いをしてはならない
資料３








